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宍戸苑指定短期入所生活介護事業所運営規程

（事業の目的）

第１条 社会福祉法人慈永会が開設する特別養護老人ホーム宍戸苑が併設して行う指定短期入

所生活介護事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に

関する事項を定め、要介護者が一時的に特別養護老人ホームに入所し、要介護者及びその家

族の福祉の向上を図ることを目的とする。

（基本方針）

第２条 利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営  

むことができるよう、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を

行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の

軽減を図るものとする。

（運営の方針）

第３条 事業者は事業の適正かつ円滑な運営を図るため、介護保険法、老人福祉法、介護保健

法施行規則及び厚生省令の人員、設備及び運営基準に沿って事業を運営する。

２．利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるとともに、利

用者が必要とする適切な介護サービスを提供する。

３．常に、提供したサービスの質の管理、評価を行う。

（事業所の名称等）

第４条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。

１．名 称 特別養護老人ホーム宍戸苑

２．所在地 笠間市橋爪４６２番地の１

（従業者の職種、員数、及び職務内容）

第５条 事業所に勤務する従業者の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。

１．管理者     １名

  （イ）事業所を代表し、職員の管理及び業務の管理にあたる。

  （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

２．医 師     ２名           

  （イ）利用者の診療及び施設の保健衛生の管理指導に従事する。

  （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

３．生活相談員、  １名以上とする

  （イ）利用者の入退所、生活相談及び処遇の企画、立案、実施に関することに従事する。

  （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

４．介護職員、看護職員 ２０名以上とする。

（イ）介護職員  利用者の日常生活の介護及び援助業務に従事する。
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  （ロ）看護職員  医師の診療補助及び医師の指示を受けて利用者の看護、施設の保健衛   

          生業務に従事する。

  （ハ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

５．機能訓練指導員  １名以上

（イ）利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う。

  （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

６．栄養士      １名以上

  （イ）給食管理、利用者の栄養指導に従事する。

  （ロ）併設施設との兼務をしても差し支えない。

７．調理員      4名以上

  （イ）利用者の食事の提供に当たる。

（内容及び手続きの説明及び同意）

第６条 事業所の管理者は、指定短期入所生活介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申

し込み者又はその家族に対し、運営規程の概要、短期入所生活介護従業者の勤務の体制その

他の利用申し込み者のサービスの内容の選択に資すると認められる重要事項を記した文章を

交付して説明を行い、サービスの内容及び利用期間等について利用申し込み者の同意を得る。

（利用定員）

第 7条 利用定員は指定短期入所生活介護の事業の専用の居室のベッド数１０床とする。

（内容及び利用料その他の費用の額）

第 8 条 短期入所生活介護の内容は次のとおりとし、法定代理受領サービスに該当する指定短

期入所生活介護を提供した場合の利用料の額は、厚生大臣が定める基準によるものとし、そ

の介護保険負担割合証に応じた額とする。（別途書類添付）

一、要介護者が施設に短期入所し、入浴、排泄、食事等の介護、その他日常生活の世話及び

機能訓練等のサービスを提供する。

２．前項の支払を受ける額の他、次の各号に掲げる費用の額の支払いを利用者から受けること

とする。（利用料金別紙）

一、次条に定める通常の事業の実施地域以外に居住する利用者に対して行う送迎に要する費  

用

二、食材料費

三、理美容代

四、前各号に掲げるもののほか、指定短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日

   常生活においても通常必要となるものにかかる費用であって、その利用者に負担させる

ことが適当と認められるもの。
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３．事業者は、前項の費用の額（加算事項等）に係るサービスの提供にあたっては、あらかじ

め、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容、告示の基づく負担及び費用について

説明を行い、利用者の同意を得ることとする。

（短期入所生活介護計画の作成）

第 9 条 事業所の管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される利用者

については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、指定短期入

所生活介護の提供の開始前から終了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性に

配慮して、他の短期入所生活介護従業者と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成する  

ための具体的なサービスの内容等を記載した短期入所生活介護計画を作成する。

２．事業所の管理者は短期入所生活介護計画を作成する場合は、それぞれの利用者に応じた短

期入所生活介護計画を作成し、利用者又はその家族に対し、その内容等について説明を行う。

３．短期入所生活介護計画の作成に当たっては、既に居宅サービス計画が作成されている場合

は、当該計画の内容に沿って作成しなければならない。

（指定短期入所生活介護利用者の取扱い方針）

第１０条 事業者は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況

等利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を適切に行う。

２．事業者は、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、短期入所生活介護

計画に基づき、利用者の機能訓練及び利用者が日常生活を営む上で必要な援助を行う。

３．事業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はそ

の家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行う。

４．事業者は、指定短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者の生命

又は身体を保護する為緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為は行わない。

５．事業者は、自らその提供する指定短期入所生活介護の質の評価を行い、常にその改善を図

る。

（通常の送迎の実施地域）

第 11条 通常の事業の実施地域については笠間市全域、水戸市、茨城町とする。

（サービス利用に当たっての留意事項）

第 12条 利用者が指定短期入所生活介護の提供を受ける際に、次の事項に留意する。

一、利用料金、持参品に関すること。

二、各部屋、設備を利用する際の注意事項に関すること。

三、利用者の緊急連絡先、主治医に関すること。






